鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定に基づく地域生活支援事業として、鳥取市が実施する鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業（以下「事業」という。）について、鳥取市地域生活支援給付費支給要綱（平成１８年１０月１日施行。以下「支給要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条　この事業は、重度障がい者等に対し、日常生活用具（以下「用具」という。）を給付することにより、日常生活の便宜を図り、もって重度障がい者等の福祉の増進に資することを目的とする。

（定義）

第３条　この要綱において「重度障がい者等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

（１）法第４条第1項に規定する障害者

（２）法第４条第２項に規定する障害児

２　この要綱において「在宅」とは、本市に住所を有し、かつ、次の各号のいずれにも該当しない状態をいう。

（１）特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）第１７条第２号又は第２６条の２第１号若しくは第２号に規定するときに該当する状態

（２）病院又は診療所に入院している状態

（用具の種目及び給付の対象者）

第４条　給付の対象となる用具及びその対象者は、次の各号に掲げるものとする。ただし、介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、給付又は貸与等の対象となる用具の貸与又は購入費の支給を受けられる者は対象者から除く。

（１）給付の対象となる用具の種目は、法第７７条第１項第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める日常生活上の便宜を図るための別表の「種目」欄に掲げる用具とし、その対象者は、同表の「対象者」欄に掲げる重度障がい者等のうち在宅のものとする。ただし、次に掲げる用具を給付する場合にあっては、前条第２項各号に掲げる状態のいずれかに該当する同表の「対象者」欄に掲げる重度障がい者等（当該状態に該当する直前に本市外に住所を有していた者を除く。）のうち、本市に住所を有し､又は現在の住所に転居する直前に本市に住所を有していたものを含めるものとする。

　　ア　ストーマ用装具

　　イ　頭部保護帽

　　ウ　人工喉頭

　　エ　Ｔ字状･棒状の杖

　　オ　点字器

　　カ　収尿器

　　キ　紙おむつ

（２）給付する用具の具体的な決定にあたり、消費税法施行令（昭和６３年政令第３６０号）第１４条の４の規定に基づき、厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品及びその修理を定める件（平成３年厚生省告示第１３０号）及び消費税法の一部を改正する法律（平成３年法律第７３号）の施行に伴う、身体障害者用物品非課税扱いについて（平成３年９月２６日社更第１９９号厚生省社会局更生課長・厚生省児童家庭局障害福祉課長・厚生省児童家庭局母子衛生課長通知）を参考とする。

（３）既に給付を受けている用具と同一の用具の再交付に係る申請については、前回の給付日より別表の「耐用年数」欄に規定する期間を経過していない場合は、原則として給付対象外とする。ただし、当該期間を経過する前に、修理不能により用具の使用が困難となった場合は、この限りでない。また、当該期間を経過した後においても、修理不能の場合若しくは再交付の方が部品の交換よりも真に合理的・効果的であると認められる場合又は操作機能の改善等を伴う新たな機器の方が重度障がい者等の用具の使用効果が向上する場合に限り、再交付することが可能であるものとする。

（４）用具の給付の対象者は、別表に掲げる重度障がい者等であって、当該用具の給付を必要とするものとする。ただし、当該重度障がい者等又はその属する世帯の他の世帯員（第３条第１項第１号に規定する障害者である場合にあっては、その配偶者に限る。）について、用具の申請があった日の属する年度（当該申請のあった月が４月から６月までの間にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税の同法第２９２条第１項に掲げる所得割の額が４６万円以上であるときを除く。
（申請）

第５条　用具の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ日常生活用具給付申請書（様式第１号の１）又は住宅改修費給付申請書（様式第１号の２）に関係書類を添付して市長に申請しなければならない。

（調査）

第６条　市長は、前条の規定による申請があったときは、必要な調査等を行い、日常生活用具給付調査書（様式第２号）を作成し、給付の要否を決定しなければならない。

（決定）

第７条　市長は、前条の調査により用具の給付を決定したときには、日常生活用具給付決定通知書（様式第３号の１）、又は住宅改修費給付決定通知書（様式第３号の２）により、給付を却下したときは、日常生活用具給付却下決定通知書（様式第５号の１）又は住宅改修費給付却下決定通知書（様式第５号の２）により、それぞれ申請者に通知するものとする。なお、ストーマ用装具、紙おむつ及び人工喉頭(埋込型用人工鼻)については、給付決定通知書を省略することができる。

２　市長は、前項の規定により用具の給付を決定したときは、日常生活用具給付券（様式第４号の１）又は住宅改修費給付券（様式第４号の２。以下これらを「給付券」という。）を申請者に交付するものとする。

（用具の給付）

第８条　前条第１項の規定により用具の給付の決定を受けた者（以下「給付決定者」という。）は、用具納入業者（以下「業者」という。）に給付券を提出して用具の給付を受けるものとする。

２　点字図書の給付については、点字図書給付事業実施要綱（別紙１）に定めるところによるものとする。

３　居宅生活動作補助用具の購入及び改修費（以下「住宅改修費」という。）の給付については、住宅改修費給付事業実施要綱（別紙２）に定めるところによるものとする。

（費用の負担）

第９条　給付決定者又はこの者を扶養する者（以下「納入義務者」という。）は、当該用具の給付に要する費用の一部を業者に直接支払わなければならない。 

（業者への支払い）

第１０条　市長は、業者から用具の給付に係る費用の請求があったとき（給付の場合は、給付券を添付して）は、当該用具の給付に要した費用から前条の規定により納入義務者が業者に支払った額を控除した額を支払うものとする。この場合において、用具の給付に要した費用は、別表に定める額の範囲内とする。

（譲渡等の禁止）

第１１条　給付決定者は、当該用具を給付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（費用及び用具の返還）

第１２条　市長は、虚偽その他不正な手段により用具の給付を受けた者があるとき、又は用具の給付を受けた者が前条の規定に反したときは、当該用具の給付に要した費用の全部若しくは一部又は当該用具を返還させることができる。

（排泄管理支援用具及び人工喉頭(埋込型用人工鼻)の特例）

第１３条　市長は、重度障がい者等の申請の手続きの利便を考慮し、排泄管理支援用具及び人工喉頭(埋込型用人工鼻)については、次のとおり給付券を交付することができるものとする。

（１）暦月を単位として１ケ月ごと（申請日の属する月以後に限る。）に給付券1枚を交付すること。

（２）別表の基準額（月額）の範囲内で1ケ月に必要とする排泄管理支援用具及び人工喉頭(埋込型用人工鼻)に相当する額を給付券1枚に記載して交付すること。

（３）給付券は、原則として、申請1回につき６枚（半年分）まで一括交付する。ただし、申請者が希望した場合は、申請１回につき１２枚（１年分）まで交付することができる。
（４）第１０条に規定する費用の負担については、給付券１枚に記載された数量に相当する給付額について行うこと。

（台帳の整備）

第１４条　市長は、用具の給付の状況を明確にするため、障がい者（児）日常生活用具給付台帳（様式第６号）を整備するものとする。

　（委任）

第１５条　この要綱で定めるもののほか、事業について必要な事項は、福祉部長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

（助成金支給要綱の廃止）

２　鳥取市ストマ用装具助成金支給要綱（平成５年４月１日制定）は、廃止する。ただし、平成１９年３月３１日までに助成金の申請があったものは、なお従前の例による。

（経過措置）

３　平成１８年度から平成１９年度までに限り、編入前の青谷町の区域内におけるストマ用装具及び紙おむつに係る助成金については、この要綱の規定にかかわらず、青谷町ストマ用装具等助成要綱（平成１２年１２月２５日制定）の例による。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。

附　則

１　この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付等事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付又は貸与について適用する。

附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。

　　　附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。

　　　附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。

　　　附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。

　　　附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。

　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。
　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。
　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。
　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。
　　　附　則
　（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の際現に改正前の要綱の規定により作成され、使用されている用紙については、当分の間、使用することができるものとする。

　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる日常生活用具の給付について適用する。
　　　附　則

(施行期日)

１　この要綱は令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
　　　附　則

(施行期日)

１　この要綱は令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の際現に鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定により作成され、使用されている様式については、この要綱の規定にかかわらず、当面の間、適宜修正のうえ使用することができる。
　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
　　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和４年10月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和５年８月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
　附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和６年８月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱による改正後の鳥取市障がい者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に給付の申請があったものについて適用する。
別表(第３条、第４条関係)
	種目
	性能
	基準額(円)
	対象者
	耐用
年数

	特殊寝台
	腕又は脚の訓練のできる器具を付帯し、原則として使用者の頭部又は脚部の傾斜角度を個別に調整できる機能を有するもの


	270,000
	原則として６歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
	８年

	特殊マット
	じょくそう又は失禁等による汚染若しくは損耗を防止できる機能を有するもの
	100,000
	次のいずれかに該当する者

(1)　原則として３歳以上１８歳未満の児童で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
(2)　１８歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級のもの(常時介護を要する者に限る。)
	５年

	特殊尿器
	尿が自動的に吸引されるもので、障がい者又は介護者が容易に使用し得るもの
	67,000
	原則として６歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級のもの(常時介護を要する者に限る。)
	５年

	体位変換器
	介護者が障がい者の体位を変換させるもので、容易に使用し得るもの
	15,000
	原則として６歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの(下着交換等に当たって家族等の介護を必要とする者に限る。)
	５年

	移動用リフト
	障がい者を移動させるに当たって、介護者が容易に使用し得るもの(天井走行型その他住宅改修を伴うものを除く。)


	159,000
	原則として３歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
	４年

	訓練いす
	原則として付属テーブルのついたもの
	33,100
	原則として３歳以上１８歳未満の児童で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
	５年

	訓練用ベッド
	腕又は脚の訓練ができる器具を備えたもの
	159,200
	原則として３歳以上１８歳未満の児童で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
	８年

	入浴補助用具
	入浴時の移動、座位の保持、浴槽への入水等を補助でき、障がい者又は介護者が容易に使用し得るもの(設置に当たり住宅改修を伴うものを除く。)
	90,000
	原則として３歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいを有し、入浴に介助を必要とするもの
	８年

	シャワーキャリー
	入浴時に補助ができ、障がい者又は介護者が容易に使用し得るもの
	300,000
	原則として３歳以上のもので、下肢又は体幹の障がい程度が１級又は２級のもので、入浴に介助を必要とするもの
	８年

	ポータブルトイレ
	障がい者が容易に使用し得るもの(手すりを付けることができる。取替えに当たり住宅改修を伴うものを除く。)
	20,000

	原則として３歳以上の者で、下肢又は体幹の障がいの程度が１級又は２級のもの
	８年

	Ｔ字状・棒状の杖
	木材が主体のもの
	2,310
	平衡機能、下肢又は体幹の障がいを有する者
	３年

	
	軽金属
	3,150
	
	

	移動・移乗支援用具
	転倒予防、立ち上がり動作補助、移乗動作の補助、段差解消等の性能を有する手すり、スロープ等であって、必要な強度と安定性を有するもの
	60,000
	原則として３歳以上の者で、平衡機能、下肢又は体幹の障がいを有し、家庭内の移動等において介助を必要とするもの
	８年

	頭部保護帽
	ヘルメット型で、転倒の際に頭部を保護できる性能を有するもの。
	
	平行機能、下肢若しくは体幹機能障がいを有する者、知的障がいの程度がＡ判定の者又は精神障がいの程度が１級の者で、てんかんの発作等により頻繁に転倒するもの
	３年

	
	Ａ スポンジ、革を主材料に製作
	Ａ

15,200
	
	

	
	Ｂ スポンジ、革、プラスチックを主材料に製作
	Ｂ

36,750
	
	

	特殊便器
	足踏ペダルで温水温風を出し得るもの及び知的障がい者を介護している者が、容易に使用し得るもので、温水温風を出し得るもの（取替えに当たり住宅改修を伴うものを除く。)
	151,200
	原則として６歳以上の者で、上肢障がいの程度が１級又は２級の者、若しくは、６歳以上の者で知的障がいの程度がＡ判定の者

	８年

	火災警報器
	室内の火災を煙又は熱により感知し、音又は光を発し屋外にも警報ブザーで知らせ得るもの
	15,500
	視覚、聴覚、下肢、体幹機能のいずれかの障がいの程度が２級以上、知的障がいの程度がＡ判定又は精神障がいの程度が１級の者で火災発生の感知及び避難が著しく困難な障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	８年

	自動消火器
	室内温度の異常上昇又は炎の接触で自動的に消火液を噴射し、初期火災を消火することができるもの
	20,800
	視覚、聴覚、下肢、体幹機能のいずれかの障がいの程度が２級以上、知的障がいの程度がＡ判定又は精神障がいの程度が１級の者で火災発生の感知及び避難が著しく困難な障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	８年

	電磁調理器
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの。
	41,000
	視覚障がいの程度が１級又は２級のもので、視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	６年

	歩行時間延長信号機用小型送信機
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの。
	　12,000
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの
	10年

	聴覚障がい者用屋内信号装置
	音、音声等を視覚、触覚等により知覚できるもの
	87,400
	６歳以上の者で、聴覚障がいの程度が１級又は２級のもの(聴覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯で、日常生活上必要と認められるものに限る。)
	10年

	
	時間を振動により伝える時計
	24,000
	学齢児以上の聴覚障がい児・者であって、音の感知ができにくい者
	５年

	透析液加温器
	自己連続携行式腹膜灌流法（ＣＡＰＤ）による人工透析に使用する加温器で、一定温度に保つもの
	51,500
	原則として３歳以上の腎臓機能障がいの程度が３級以上の者で、自己連続携行式腹膜灌流法（ＣＡＰＤ）による透析療法を行うもの
	５年

	ネブライザー（吸入器)
	障がい者が容易に使用し得るもの
	36,000
	原則として６歳以上の者で、呼吸器機能障がいの程度が３級以上のもの又は同程度の障がいと医師の判断による書面をもって証明されたもの
	５年

	電気式たん吸引器
	障がい者が容易に使用し得るもの
	56,400
	
	５年

	酸素ボンベ運搬車
	障がい者が容易に使用し得るもの
	17,000
	呼吸器機能障がいの程度が３級以上で、在宅酸素療法又は人工呼吸器装着者
	10年

	人工呼吸器用自家発電機又は外部バッテリー（充電器及びインバータを含む。）
	介護者が容易に使用し得るもの
	100,000
	常時人工呼吸器を装着している者で、医師の判断による書面をもって証明されたもの
	10年

	盲人用体温計（音声式）
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	9,000

	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの(視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に限る。)
	５年

	盲人用体重計
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	18,000
	６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの(視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に限る。)
	５年

	携帯用会話補助装置
	携帯式で、言葉を音声又は文章に変換する機能を有し、障がい者が容易に使用し得るもの
	98,800
	原則として６歳以上の、音声言語機能障がい者又は肢体不自由者で、音声・言語機能に著しい障がいを有するもの
	５年

	情報・通信支援用具
	障がい者が情報機器を使用する際に必要な周辺機器、アプリケーションソフト
	100,000
	視覚障がいの程度が１級若しくは２級の者又は上肢機能障がいの程度が１級若しくは２級の者
	５年

	点字ディスプレイ
	文字等のコンピューターの画面情報を点字等により示すことができるもの
	383,500
	１８歳以上の視覚障がいの程度が２級以上の者であつて、必要と認められるもの
	６年

	点字器（標準型）
	Ａ　32マス18行、両面書真鍮板製
	10,712


	視覚障がいを有する者
	７年

	
	Ｂ　32マス18行、両面書プラスチック製
	6,798
	
	

	点字器（携帯用）
	Ａ　32マス4行、片面書真アルミニューム製
	7,416


	視覚障がいを有する者
	５年

	
	Ｂ　32マス12行、片面書プラスチック製
	1,699
	
	

	点字タイプライター
	視覚障がい者が容易に操作できるもの
	63,100
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの(就労若しくは就学している者又は就労が見込まれる者に限る。)
	５年

	視覚障がい者用ポータブルレコーダー（録音・再生）


	音声等により操作ボタンが知覚又は認識できる機能並びにDAISY方式による録音及び当該方式により記録された図書の再生ができる機能を有し、視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	89,800
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が４級以上のもの。
	６年

	視覚障がい者用ポータブルレコーダー（再生専用）


	音声等により操作ボタンが知覚又は認識できる機能及びDAISY方式により記録された図書の再生ができる機能を有し、視覚障がい者が容易に使用し得るもの(DAISY方式による録音ができる機能を有するものを除く。)
	48,000
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が４級以上のもの。（既に盲人用テープレコーダーの給付を受け、給付日から2年に満たない者は、原則として給付対象外とする。）
	６年

	視覚障がい者用活字文書読上げ装置
	文字情報と同一紙面上に記載された当該文字情報を暗号化した情報を読み取り、音声信号に変換して出力する機能を有するもので、視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	99,800
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの
	６年

	視覚障がい者用拡大読書器


	画像入力装置に印刷物等を入力することにより以下のいずれかの処理ができるもの
⑴　簡単に拡大画像（文字等）をモニターに映し出せるもの
⑵　文字を音声で読み上げるもの
⑶　⑴⑵両方の機能をもつもの
	198,000
	原則として６歳以上の視覚障がいを有する者で、本装置により文字等を読むことが可能になるもの
	８年

	暗所視支援眼鏡
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	395,000
	原則として６歳以上の視覚障がいを有する者で、医師の判断による書面にて必要性があると認められるもの
	８年

	盲人用時計
	視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	13,300
	１５歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの(音声式時計は、手指の触覚に障がいがある等のため触読式の使用が困難な者を原則とする。)
	５年

	ファックス
	音声の代わりに文字等により通信が可能な機器で、一般の電話機に接続可能なものであり、障がい者が容易に使用し得るもの
	35,000
	原則として６歳以上の者で、聴覚又は発声・発語に著しい障がいを有し、コミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要性があると認められるもの
	５年

	聴覚障がい者用情報受信装置
	字幕及び手話通訳付きの聴覚障がい者用番組並びにテレビ番組に字幕及び手話通訳の映像を合成したものを画面に出力する機能を有し、かつ、災がい時に聴覚障がい者(児)向け緊急信号を受信するもので、聴覚障がい者(児)が容易に使用し得るもの
	88,900
	聴覚障がい者であって本装置によりテレビの視聴が可能になる者
	６年

	人工喉頭（笛式）
	呼気によりゴム等の膜を振動させ、ビニール等の管を通じて音源を口腔内に導き構音化するもの
	5,150
	音声機能障がい者であって、次のいずれかに該当するもの

（１）喉頭摘出者

（２）気管分離術等により喉頭摘出者と同等の音声機能の制限があると医師の判断による書面をもって証明された者
	４年

	
	
	気管カニューレ付

8,343
	
	

	人工喉頭（電動式）
	顎下部等にあてた電動板を駆動させ、経皮的に音源を口腔内に導き構音化するもの
	72,203
	
	５年

	人工喉頭(埋込型用
人工鼻)
	代用鼻の用具で、呼気を加熱及び加湿するもの並びに埋込型用人工鼻を気孔の上に固定するもの
	23,760
(月額)
	喉頭摘出した音声機能障がい者であって、常時埋込型の人工喉頭を使用するもの
	－

	点字図書
	点字により作成された図書
	必要と認めた額
	主に、情報の入手を点字によっている視覚障がい者
	－

	ストーマ装具

（消化器系）
	低刺激性の粘着剤を使用した密封型又は下部開放型の収納袋

（ラテックス製又はプラスチックフィルム製に限る。）及びストーマ装具の装着時に皮膚の保護・排泄物の漏れ防止・皮膚への装具密着などのために使用する各種用品
	8,858
	直腸機能障がい者であって人工肛門造設者、又は医師の判断による書面をもって必要と証明された者
	－

	ストーマ装具

（尿路系）
	低刺激性の粘着剤を使用した密封型の収尿袋で、尿処理用のキャップ付のもの

（ラテックス製又はプラスチックフィルム製に限る。）及びストーマ装具の装着時に皮膚の保護・排泄物の漏れ防止・皮膚への装具密着などのために使用する各種用品
	11,639
	ぼうこう機能障がい者であって人工膀胱造設者、又は医師の判断による書面をもって必要と証明された者
	－

	紙おむつ等
	ア 紙おむつ・尿とりパッド
イ サラシ・ガーゼ・脱脂綿等衛生用品（手袋含む）
ウ 洗腸用具（耐用期間６ヶ月程度）
	12,000
	３歳以上であって、次のいずれかに該当する者とする。

(1)治療によって軽快の見込みのないストマ周辺の皮膚の著しいびらん、ストマ変形のためストマを装着することができない者
(2)先天性疾患（先天性鎖肛を除く）に起因する神経障がいによる高度の排尿機能障がい又は高度の排便機能障がいのある者
(3)先天性鎖肛に対する肛門形成術に起因する高度の排便機能障がいのある者

(4)脳性麻痺等脳原性運動機能障がいにより、排尿又は排便の意思表示が困難な者であって、医師の判断による書面をもって証明されたもの

(5)原因となる疾病の発生時期が６歳未満の者であって、体幹機能障がいを有し、かつ、排尿又は排便の意思表示が困難と医師の判断書をもって証明されたもの(体幹機能障がいの程度が１級若しくは２級又は上肢･下肢の機能障がいの程度がともに１級若しくは２級のものに限る)
	－

	収尿器

（男子用）
	採尿器と蓄尿袋で構成し、尿の逆流防止装置をつけるもの（ラテックス製）
	普通型

7,931
	高度の排尿機能障がいを有するもの
	２年

	
	
	簡易型

5,871
	
	

	収尿器

（女子用）
	耐久ゴム製採尿袋を有するもの
	普通型

8,755
	高度の排尿機能障がいを有するもの
	２年

	
	ポリエチレン製又はプラスチックフィルム製のもの（簡易型は採尿袋20枚を1組とする。）
	簡易型

6,077
	
	

	居宅生活動作補助用具
	障がい者の移動等を円滑にする用具で、設置に小規模な住宅改修を伴うもの
	200,000
	下肢、視覚、体幹若しくは脳原性移動機能の障害を有するものであって、いずれかの障がいの程度が３級以上のもの（ただし、特殊便器への取替えをする場合は上肢障がいの程度が２級以上の者）
	－

	音声タグレコーダー
	ＩＣタグに登録された当該音声情報を読み取り、内容を音声として知らせる機能を有するもので、視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	59,800
	原則として６歳以上の者で、視覚障がいの程度が１級又は２級のもの
	６年

	テレビ電話
	インターネット回線又は電話回線で、音声の代わりに映像により通信が可能な機器又はテレビ等に接続することによって通信が可能となる機器で、障がい者が容易に使用し得るもの(情報機器（パーソナルコンピューター）本体、携帯電話は除く)
	71,000
	原則として６歳以上の者で、聴覚又は発声・発語に著しい障がいを有し、コミュニケーション等の手段として必要性があると認められるもの
	５年

	パルスオキシメーター
	障がい者が容易に使用し得るもの
	30,000
	呼吸器機能障がい又は心臓機能障がいの程度が３級以上で、在宅酸素療法又は人工呼吸器装着者
	５年

	人工内耳専用電池
	人工内耳装用者が容易に使用し得るもの
	2,500
(片耳の基準額/月)
	聴覚障がい者であって、人工内耳を装用しているもの。なお、専用電池と充電器・充電池の併給は不可とする。
	－

	人工内耳用充電器
	人工内耳装用者が容易に使用し得るもの
	25,200
	聴覚障がい者であって、人工内耳を装用しているもの。なお、専用電池と充電器・充電池の併給は不可とする。
	３年

	人工内耳用充電池
	人工内耳装用者が容易に使用し得るもの
	16,800
(片耳の基準額)
	聴覚障がい者であって、人工内耳を装用しているもの。なお、専用電池と充電器・充電池の併給は不可とする。
	３年

	人工内耳用音声信号処理装置（スピーチプロセッサ）
	医療保険の対象とならないもの
	300,000
(片耳の基準額)
	聴覚障がいにより人工内耳埋込手術を受け、５年以上経過している者
	５年

	人工内耳用イヤーモールド
	人工内耳装用者が容易に使用し得るもの
	9,000
(片耳の基準額)
	聴覚障がい者であって人工内耳を装着しているもの
	－

	人工内耳用マイクロホンカバー
	人工内耳装用者が容易に使用し得るもの
	4,200

(片耳の基準額)
	聴覚障がい者であって人工内耳を装着しているもの
	１年

	補聴器・人工内耳用乾燥機
	聴覚障がい者が容易に使用し得るもの
	19,000
	聴覚障がい者であって、補聴器・人工内耳を装用している者
	３年

	視覚障がい者用地デジ対応ラジオ
	テレビ音声及びAM/FM放送を受信する機能を有し、視覚障がい者が容易に使用できるもの
	29,000
	視覚障がいの程度が１級又は２級のもの
	６年

	ガス漏れ警報器
	ガス漏れを感知し、音又は光を発して知らせるとともに、自動的にガス漏れを遮断するもの
	20,000
	視覚、聴覚、下肢、体幹機能のいずれかの障がいの程度が２級以上、知的障がいの程度がＡ判定又は精神障がいの程度が１級の者でガス漏れの感知及び対応が著しく困難な障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	５年

	音声ガイド付き携帯電話
	障がい者が容易に使用し得るもの
	59,000
	視覚障がい２級以上で、１６歳以上の児・者
	５年

	音声色彩別装置
	色彩を認識し、音により色を伝えるもので、障がい者が容易に使用し得るもの
	47,000
	視覚障がい２級以上で、学齢期以上の児・者
	６年

	音声キッチンスケール
	音声による読上げ機能を有するもので視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	25,000
	視覚障がい者の程度が１級又は２級のもので、視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	５年

	音声血圧計
	音声による読上げ機能を有するもので視覚障がい者が容易に使用し得るもの
	10,000
	視覚障がいの程度が１級又は２級のもので、視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世帯
	５年


備考

１　脳原性運動機能障がいについては、上肢、下肢又は体幹の障がいに準じて取り扱うものとする。

２　対象者の年齢要件が原則として6歳以上又は3歳以上である場合において、市長が特に必要があると認めるときは、6歳未満又は3歳未満の者であっても、この事業の対象者とすることができるものとする。

様式第１号の１
	日常生活用具給付申請書
令和　　年　　月　　日
鳥取市長　様
申請者
住所　鳥取市
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（対象者との続柄：　　　　　　　　　　　　　）
（電　　　　　話：　　　　　　　　　　　　　）

下記により日常生活用具の給付を申請します。

なお、申請に係る必要な事項について、私及び同一世帯員の住民票、市民税に関する課税資料等の
調査を行うこと及び必要に応じて各関係機関に照会、閲覧、提供することを承諾します。

	対象者
	氏名
	
	男･女
	生年月日
	T・S・H・R　　　年　　月　　日生

	
	住所
	鳥取市
	個人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手帳番号
	(都・道・府・県・市)第　　　号
	手帳交付
	T・S・H・R　　年　　月　　日交付

	
	障がい名
	
	障 が い
等　　級
	級

	配偶者
	氏　　　名
	対象者との続柄
	生年月日
	個　人　番　号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	世帯員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※対象者が18歳未満の場合のみ、世帯員について記入すること。

	給付を希望する理由
	

	現在の住まいの状況
	住宅
	1. 自宅
2. 借家
（貸主の諾否）
	浴槽
	1. 和式
2. 洋式
3. なし
	便器
	1. 和式
2. 洋式
3. 携帯用

	現在の介護の状況
	入浴
	1. 他人の介助が必要
2. 清拭のみ
3. 入浴、清拭ともしていない
4. 自分でできる
	排便
	1. 他人の介助が必要
2. 便器（携帯用）使用
3. 自分でできる
	移動
	1. 車いす使用

2. 他人の介助を必要
（一部・全部）
3. 自分でできる

	給付を受けたい用具の名称
	
	希望する形式・規格等
	

	給付上、特に希望する事項
	

	備考
	

	その他　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第２項に基づき、個人番号を利用し税情報等を確認することがあります。


様式第１号の２
	住宅改修費給付申請書
令和　　年　　月　　日
鳥取市長　様
申請者
住所　鳥取市
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（対象者との続柄：　　　　　　　　　　　　　）

（電　　　　　話：　　　　　　　　　　　　　）

下記により住宅改修費の給付を申請します。

なお、申請に係る必要な事項について、私及び同一世帯員の住民票、市民税に関する課税資料等の
調査を行うこと及び必要に応じて各関係機関に照会、閲覧、提供することを承諾します。

	対象者
	氏名
	
	男･女
	生年月日
	T・S・H・R　　　年　　月　　日生

	
	住所
	鳥取市
	個人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手帳番号
	(都・道・府・県・市)第　　　号
	手帳交付
	T・S・H・R　　年　　月　　日交付

	
	障がい名
	
	障 が い
等　　級
	級

	配偶者
	氏　　　名
	対象者との続柄
	生年月日
	個　人　番　号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	世帯員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※対象者が18歳未満の場合のみ、世帯員について記入すること。

	給付を希望する理由
	

	改修を行う住宅の住所
	

	改修工事内容
	区　　　　分
	居宅生活動作補助用具


	
	1. 手すりの取り付け　　　　　　　2. 床段差の解消
3. 床材の変更　　　　　　　　　　4. 扉の取替え
5. 便器の取替え
6. その他（　　　　　　　）
	1. 便器
2. 手すり
3. スロープ
4. その他（　　　　　　　）

	区分
給付形態
給付等年月日
給付等内容
日常生活用具
給付・貸与
年　　月　　日
住宅改修費
給付
年　　月　　日
過去の日常生活用具等の給付又は貸与の状況

	現在の住まいの状況
	住宅
	1. 自宅
2. 借家
（貸主の諾否）
	浴槽
	1. 和式
2. 洋式
3. なし
	便器
	1. 和式
2. 洋式
3. 携帯用

	現在の介護の状況
	入浴
	1. 他人の介助が必要
2. 清拭のみ
3. 入浴、清拭ともしていない
4. 自分でできる
	排便
	1. 他人の介助が必要
2. 便器（携帯用）使用
3. 自分でできる
	移動
	1. 車いす使用

2. 他人の介助を必要
（一部・全部）
3. 自分でできる

	その他　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第２項に基づき、個人番号を利用し税情報等を確認することがあります。


様式第２号
日常生活用具給付調査書
	申請書受理番号
	第　　　　　　号
	受理年月日
	令和　　年　　月　　日

	対象者
	氏　　名
	
	生年月日
	明治・大正　　年　　月　　日
昭和・平成･令和　　　　　　　（　　歳）

	
	居 住 地
	鳥取市

	
	障がい者手帳番号
	都道府県・市
第　　　　　　　号
	交付年月日
	昭和･平成･令和　　年　　月　　日

	
	障がい名
	
	障がい等級
	級

	世帯員の状況
	氏　　　名
	対象者
との続柄
	生年月日
	市民税
課税の有無
	前年分の
市民税所得割額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	世帯区分
	　　　　１　生保世帯　　　　２　低所得１世帯　　　　　３　低所得２世帯
　　　　４　一般世帯　　　　５　一定所得以上


	月額上限額
	円

	その他特記事項

	

	　　　上記のとおり確認しました。
　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査者　　　　　　　　　　　　　　印



様式第３号の１
日常生活用具給付決定通知書
令和　　年　　月　　日
（申請者）　　様
鳥取市長　　　　　　　　　　印
さきに申請のありました日常生活用具の給付につきましては、審査の結果次のとおり決定しましたので通知します。
	給付番号
	第号
	給付決定
年月日
	令和　　年　　月　　日

	対象者氏名
		障がい者
手帳番号
	
	給付する
用具名
		納入業者名
	
			納入業者の
住所
	
	価格
	円
	対象者又は扶養義務者が支払うべき額
	円
	公費負担額
	円

	注意事項
	１　用具は、対象者又はその扶養義務者がその負担能力に応じて、費用の一部を直接業者に支払うことを条件に給付されるものでありますから、支払うこととされた額については、必ず用具を受け取る前に支払ってください。
２　給付された用具を、その目的に反して使用し、譲渡し、交換し貸付け又は担保に供したりすることは、かたく禁じられています。
３　２に違反した場合には、費用の一部又は全部を返還してもらうことがあります。
４　なお、この決定に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。
５　また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、鳥取市を被告として（訴訟において市を代表するものは市長となります。）提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。


	


様式第３号の２
住宅改修費給付決定通知書
令和　　年　　月　　日
（申請者）　　様
鳥取市長　　　　　　　　　　印
さきに申請のありました住宅改修費につきましては、審査の結果次のとおり決定しましたので通知します。
	給付番号
	第号
	給付決定
年月日
	令和　　年　　月　　日

	対象者氏名
		障がい者
手帳番号
	
	給付する
用具名
		納入業者名
	
			納入業者の
住所
	
	価格
	円
	対象者又は扶養義務者が支払うべき額
	円
	公費負担額
	円

	注意事項
	１　住宅改修費は、対象者又はその扶養義務者がその負担能力に応じて、費用の一部を直接業者に支払うことを条件に給付されるものでありますから、支払うこととされた額については、すみやかに支払ってください。
２　給付された用具を、その目的に反して使用し、譲渡し、交換し貸付け又は担保に供したりすることは、かたく禁じられています。
３　２に違反した場合には、費用の一部又は全部を返還してもらうことがあります。
４　なお、この決定に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。
５　また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に、鳥取市を被告として（訴訟において市を代表するものは市長となります。）提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。


	


様式第４号の１
	日常生活用具給付券

	① 給 付 番 号
	第　　　　　　　　号
	 給付券発行
②
年　月　日
	令和
年　　　月　　　日

	③ 対象者氏名
	
	④ 生年月日
	明治・大正　　　年　　月　　日
昭和・平成･令和　　(　　　　歳)

	⑤ 居　住　地
	

	 扶養義務者
⑥
氏      名
	
	 対象者との
⑦
　 続　　　柄
	

	 給付する用具名
⑧
　（形式、規模等）
	⑨ 価　　　　　格
	 給付を受ける者
⑩ 又は扶養義務者が
支払うべき額
	⑪ 公 費 負 担 額

	
	円
	円
	円

	⑫ 納入業者名
	
	⑬ 納入者住所
	

	 この券の
⑭
　 各種期限
	受給者が業者に
提示する期限
	令和
年　　月　　日
	業者の
公費請
求期限
	令和
年　　月　　日

	　上記のとおり決定する。
令和　　　年　　　月　　　日
鳥取市長　深澤　義彦　　　　　　　　　印


	⑮ 業者の納付した日
	 給付を受けた者又は扶養
⑯
義務者より受領した額
	⑰ 受領業者名及び年月日

	令和　　　年　　　月　　　日
	円
	業者名　　　　　　　　　　印
令和　　　年　　　月　　　日

	 用具受領
⑱
及び委任
	　私は、この給付券の⑧の用具を⑰の者より受領したので、⑪に係る請求及び受領の権限を⑰の者に委任します。
　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　用具受領者及び委任者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞


	⑲ 検 収 者
	職名
	⑳その他
特記事項
	

	
	氏名　　　　　　　　　㊞
	
	


注：本表の①～⑭⑲は市役所、⑮～⑰は納付した業者が、⑱は受領者が記入すること。
様式第４号の２
	住宅改修費給付券

	① 給付番号
	第　　　　　　　　号
	 給付券発行
②
年　月　日
	令和
年　　　月　　　日

	③ 対象者氏名
	
	④ 生年月日
	明治・大正　　　年　　月　　日
昭和・平成･令和　　(　　　　歳)

	⑤ 居　住　地
	

	扶養義務者
⑥
氏      名
	
	 対象者との
⑦
　 続　　　柄
	

	 住宅改修工事
⑧
　 の内容
	⑨ 価　　　　　格
	 給付を受ける者
⑩ 又は扶養義務者が
支払うべき額
	⑪ 公 費 負 担 額

	
	円
（基準額　200,000円）
	円
（基準額の1割＋基準額超過額）
	円

	⑫ 納入業者名
	
	⑬ 納入者住所
	

	 この券の
⑭
　 各種期限
	受給者が業者に
提示する期限
	令和
年　　月　　日
	業者の
公費請
求期限
	令和
年　　月　　日

	　上記のとおり決定する。
令和　　　年　　　月　　　日
鳥取市長　　深澤　義彦　　　　　　　　　印


	⑮ 改修工事の完了した日
	 給付を受けた者又は扶養
⑯
義務者より受領した額
	⑰ 受領業者名及び年月日

	令和　　　年　　　月　　　日
	円
	業者名　　　　　　　　　　印
令和　　　年　　　月　　　日

	 用具受領
⑱
及び委任
	　私は、この給付券の⑧の用具を⑰の者より受領したので、⑪に係る請求及び受領の権限を⑰の者に委任します。
　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　用具受領者及び委任者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞


	⑲ 検収者
	職名
	⑳ そ の 他
特記事項
	

	
	氏名　　　　　　　　　㊞
	
	


注：本表の①～⑭⑲は市役所、⑮～⑰は納付した業者が、⑱は受領者が記入すること。
様式第５号の１
	日常生活用具却下決定通知書
令和　　年　　月　　日
（申請者）　様
鳥取市長　　　　　　　　　印
令和　　年　　月　　日に申請がありました日常生活用具の給付につきましては、審査の結果却下することに決定しましたので通知します。
（却下の理由）
なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、鳥取市を被告として（訴訟において市を代表するものは市長となります。）提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。



様式第５号の２
	住宅改修費却下決定通知書
令和　　年　　月　　日
（申請者）　　　　　　様
鳥取市長　　　　　　　　　　印
令和　　年　　月　　日に申請がありました住宅改修費の給付につきましては、審査の結果却下することに決定しましたので通知します。
（却下の理由）
なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、鳥取市を被告として（訴訟において市を代表するものは市長となります。）提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。



（別紙１）

点字図書給付事業実施要綱

１　目的

視覚障がい者等にとって重要な情報入手手段である点字図書は、一般図書に比較して高額であるため、点字図書による情報の入手が著しく妨げられているので、点字図書を給付することにより、点字図書による情報の入手を容易にし、その福祉の増進に資することを目的とする。

２　実施主体

本事業の実施主体は、鳥取市とする。

３　給付対象者

主に、情報の入手を点字によっている視覚障がい者等とする。

４　給付対象の点字図書

月刊や週刊等で発行される雑誌を除く点字図書とする。

５　給付の限度

給付対象者一人につき、点字図書で年間６タイトル、又は、24巻を限度とする。（但し、辞書等一括して購入しなければならないものを除く。）

６　点字図書を給付することができる出版施設

別添に定める「点字図書給付対象出版施設」とする。（以下「出版施設」という。）

７給付の実施

（１）市長は、給付を受けようとする者の申請に基づき、その者が給付対象者として適格であるか確認し、該当者を「点字図書給付台帳」（別紙様式１）（以下「給付台帳」という。）に登録のうえ、実施するものとする。

（２）申請者は、出版施設に電話等で、給付を希望する点字図書の「点字図書発行証明書」（別紙様式２）（以下「証明書」という。）の送付を依頼し、その証明書を添えて市長に点字図書の給付を申請する。

（３）市長は、申請者・出版施設等の事項を確認のうえ、給付台帳に必要事項を記載し、証明書に証明印を押印し、申請者に交付する。

（４）申請者は、証明書に自己負担額（一般図書の購入価格相当額）を添えて、出版施設に申し込み、点字図書の給付を受ける。

（５）市長は、出版施設からの請求に基づき、給付台帳と確認のうえ公費負担分（点字図書価格から自己負担額を控除した額）を出版施設に支払うものとする。

８　自己負担

点字図書の給付を受けた視覚障がい者、又はこれの扶養義務者は、証明書に記載されている自己負担額を、出版施設に申し込み時に支払うものとする。

９　実施上の留意事項

（１）市長は、申請に基づき管内の給付対象者を把握するとともに、必要事項を登録台帳に記載し、台帳を整備しておくこと。

（２）市長は、郵送による給付申請を受け付けるなど、給付を受けようとする視覚障がい者及びその扶養義務者の利便を考慮して実施すること。

（３）市長は、事業実施に際して給付の対象となる視覚障がい者及びその扶養義務者に対して、事業内容を十分周知徹底させること。
(別紙様式１)

点字図書給付台帳
	フリガナ
	　
	フリガナ
	　
	対象者との続柄
	　

	対象者氏名
	　
	申請者氏名
	　
	
	

	住所
(居住地)
	　

	　電話番号
	　
	手帳番号
	第　　　　　　　　　　　　号

	障害名
	　
	等級
	種　　　級

	　給付年月日
	給付図書
	巻数
	出版施設
	点字図書価格
	一般図書購入相当額
	　利用者負担額
(自己負担額)
	　公費負担額

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年
／
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


（別紙様式２） 

	点 字 図 書 発 行 証 明 書

給付申請者

氏名

住所

電話番号

給付申請図書名

図書名

出版施設名印

価格
巻数

自己負担額



	給付証明書

   上記の点字図書を給付することを証明する

鳥取市長                            印




（別添）

	点字図書給付対象出版施設名簿

	№
	施　　設　　名　　等
	住　　　　所
	電話番号

	１
	社会福祉法人石川県視覚障害者協会　石川県視覚障害者情報文化センター
	石川県金沢市芳斎1-15-26
	076-222-8781

	２
	エスケービー
	愛知県西春日井郡豊山町豊場字新田町154-2
	0568-28-3166

	３
	社会福祉法人桜雲会
	東京都新宿区高田馬場4-11-14藤和シティーホームズ高田馬場102
	03-5337-7866

	４
	社会福祉法人岡山ライトハウス点字出版所
	岡山県岡山市北区今1-7-25
	086-241-4226

	５
	社会福祉法人京都視覚障害者支援センター紫野点字社
	京都府京都市西京区大枝東長町1-67
	075-333-0171

	６
	社会福祉法人京都ライトハウス情報製作センター
	京都府京都市北区紫野花ノ坊町 11
	075-462-4446

	７
	社会福祉法人光友会 神奈川ワークショップ
	神奈川県藤沢市獺郷1008-1
	0466-48-1500

	８
	社会福祉法人国際視覚障害者援護協会
	東京都板橋区蓮沼町20-18
	03-5392-4002

	９
	社会福祉法人佐賀ライトハウス 六星館
	佐賀県佐賀市天神 1-4-16
	0952-29-6621

	10
	社会福祉法人視覚障害者支援総合センター
	東京都杉並区桃井4-4-3　スカイコート西荻窪第2
	03-5310-5051

	11
	社会福祉法人信愛福祉協会点字出版部
	東京都世田谷区喜多見 9-6-2
	03-3489-4049

	12
	点字印刷・出版　雑草の会
	東京都荒川区西尾久1-3-8
	03-3810-1241

	13
	特定非営利活動法人点字民報社
	大阪府大阪市住吉区苅田5-1-22　ポポロあびこビル
	06-6697-9053

	14
	社会福祉法人東京点字出版所
	東京都三鷹市下連雀 3-32-10
	0422-48-2221

	15
	社会福祉法人東京光の家 光の家栄光園
	東京都日野市旭ケ丘 1-17-17
	0425-81-2340

	16
	社会福祉法人東京ヘレンケラー協会点字出版所
	東京都新宿区大久保 3-14-4
	03-3200-1310

	17
	社会福祉法人名古屋ライトハウス情報文化センター点字出版事業部
	愛知県名古屋市港区港陽1-1-65
	052-654-4521

	18
	社会福祉法人日本視覚障害者団体連合　点字出版所
	東京都新宿区西早稲田2-18-2
	03-3200-6157

	19
	社会福祉法人日本点字図書館 図書製作部
	東京都新宿区高田馬場 1-23-4
	03-3209-0671

	20
	社会福祉法人日本ライトハウス点字情報技術センター
	大阪府東大阪市森河内西 2-14-34
	06-6784-4414

	21
	社会福祉法人ぶどうの木 ロゴス点字図書館出版部
	東京都江東区潮見2-10-10 日本カトリック会館内
	03-5632-4428

	22
	兵庫県視覚障害者福祉協会
	兵庫県神戸市中央区坂口通2-1-1
兵庫県福祉センター内
	078-222-5556

	23
	一般社団法人広島ブレイルセンター
	広島県広島市東区戸坂千足1-1-25
川口ビル102
	082-516-8411

	24
	株式会社毎日新聞社 点字毎日編集部
	大阪府大阪市北区梅田3-4-5
	06-6346-8386

	25
	特定非営利活動法人ワークスペースこすもす
	奈良県大和郡山市北郡山町87-3
	0743-84-4321


（別紙２）

住宅改修費給付事業実施要綱

１　目的

日常生活を営むのに著しく支障のある在宅の重度障がい者等が段差解消など住環境の改善を行う場合、居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工事費（以下「住宅改修費」という。）を給付することにより地域における自立の支援を図り、その福祉の増進に資することを目的とする。

２　実施主体

本事業の実施主体は、鳥取市とする。

３　給付対象者

下肢、視覚、体幹機能障がい又は乳幼児以前の非進行性の脳病変による運動機能障がい（移動機能障がいに限る。）を有する学齢児以上の身体障がい者等であって障がい程度等級三級以上の者（ただし、特殊便器への取替えについては、上肢障がい二級以上の者）

４　住宅改修の範囲

住宅改修費の対象となる住宅改修の範囲は、次に掲げる居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工事費とする。

（１）手すりの取付け

（２）床段差の解消

（３）滑り防止及び移動の円滑化等のための床材の変更

（４）引き戸等への扉の取替え

（５）洋式便器等への便器の取替え

（６）その他前各号の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

５　住宅改修費の給付要件

当該住宅改修が給付対象者が現に居住する住宅について行われるもの（借家の場合は家主の承諾を必要とする。）であり、かつ身体の状況、住宅の状況等を勘案して市長が必要と認める場合に給付するものとする。

６　給付の限度

住宅改修費の給付は原則一回とする。なお、限度額については別に定めるところによる。

７　実施上の留意事項

市長は、事業実施に際して給付対象となる身体障がい者等に対して、事業内容を十分周知し、制度の円滑な実施に努める。
